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○ 量的拡大「開発」基調から「成熟社会型の計画」へ
○ 国主導から二層の計画体系（分権型の計画づくり）へ国土形成計画について

国土形成計画の枠組み

全国計画 （平成２０年７月閣議決定）

広域地方計画（平成２１年８月策定）

○ 長期的な国土づくりの指針（閣議決定）

○ 地方公共団体から国への計画提案制度

○ 国と地方の協働による広域ブロックづくり

・ 国、地方公共団体、経済団体等で広域地方計画協議会を組織

し、計画及びその実施に関し必要な事項について協議

国土交通大臣

広域地方計画
の策定

国の地方行政
機関の長

代表市町村の長
隣接する県等の長

経済団体等の長
・経済連合会
・商工会議所連合会 等

都府県知事
政令市市長

広域地方計画協議会

根拠法：国土形成計画法
（国土総合開発法の抜本改正により平成17年に成立）

・意見聴取（学識経
験者、地域住民）
・市町村提案

新しい国土像

多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築
するとともに、美しく、暮らしやすい国土の形成を図る

（計画期間）

今後概ね10ヶ年間

➢ 広域ブロックごとに特色ある戦略を描く

➢ 各ブロックが交流・連携、相乗効果による活力

➢ 各地域が相互に補い合って共生

➢ 文化・伝統や個性ある景観など美しい国土の再構築

中部圏

国土計画の概要 国土形成計画

協議を経て

推進について支援
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全国総合開発計画
（一全総）

新全国総合開発計
画（新全総）

第三次全国総合開
発計画（三全総）

第四次全国総合開
発計画（四全総）

21世紀の国土の
グランドデザイン

閣議決定 昭和37年10月５日 昭和44年５月30日 昭和52年11月４日 昭和62年６月30日 平成10年３月31日

背 景

1 高度成長経済への
移行

2 過大都市問題、所
得格差の拡大

3 所得倍増計画(太平
洋ベルト地帯構想)

1 高度成長経済

2 人口､産業の大都
市集中

3 情報化､国際化､技
術革新の進展

1 安定成長経済

2 人口、産業の地方
分散の兆し

3 国土資源、エネル
ギー等の有限性の
顕在化

1 人口、諸機能の東
京一極集中

2 産業構造の急速な
変化等により、地
方圏での雇用問題
の深刻化

3 本格的国際化の進
展

1 地球時代(地球環
境問題､大競争､ア
ジア諸国との交流)

2 人口減少・高齢化
時代

3 高度情報化時代

目標年次 昭和45年 昭和60年
昭和52年から

おおむね10年間
おおむね平成12年

（2000年）
平成22年から27年
（2010-2015年）

基本目標
地域間の

均衡ある発展
豊かな環境の創造

人間居住の
総合的環境の整備

多極分散型国土の
構築

多軸型国土構造
形成の基礎づくり

開発方式等

拠点開発方式

目標達成のため工業の
分散を図ることが必要
であり、東京等の既成
大集積と関連させつつ
開発拠点を配置し、交
通通信施設によりこれ
を有機的に連絡させ相
互に影響させると同時
に、周辺地域の特性を
生かしながら連鎖反応
的に開発をすすめ、地
域間の均衡ある発展を
実現する。

大規模開発
プロジェクト構想

新幹線、高速道路等の
ネットワークを整備し
、大規模プロジェクト
を推進することにより
、国土利用の偏在を是
正し、過密過疎、地域
格差を解消する。

定住構想

大都市への人口と産業
の集中を抑制する一方
、地方を振興し、過密
過疎問題に対処しなが
ら、全国土の利用の均
衡を図りつつ人間居住
の総合的環境の形成を
図る。

交流ネットワーク
構想

多極分散型国土を構築
するため、①地域の特
性を生かしつつ、創意
と工夫により地域整備
を推進、②基幹的交通
、情報･通信体系の整
備を国自らあるいは国
の先導的な指針に基づ
き全国にわたって推進
、③多様な交流の機会
を国、地方、民間諸団
体の連携により形成。

参加と連携
－多様な主体の参加と地域連

携による国土づくり－

（４つの戦略）

1 多自然居住地域（小都
市、農山漁村、中山間
地域等）の創造

2 大都市のリノベーショ
ン（大都市空間の修復
、更新、有効活用）

3 地域連携軸（軸状に連
なる地域連携のまとま
り）の展開

4 広域国際交流圏（世界
的な交流機能を有する
圏域の形成）

国土形成計画
（全国計画）

平成20年７月４日

1 経済社会情勢の大
転換（人口減少・
高齢化、グローバ
ル化、情報通信技
術の発達）

2 国民の価値観の変
化・多様化

3 国土をめぐる状況
（一極一軸型国土
構造等）

平成20年から
おおむね10年間

多様な広域ブロッ
クが自立的に発展
する国土を構築、
美しく、暮らしや
すい国土の形成

（５つの戦略的目標）

1 東アジアとの交流
・連携

2 持続可能な地域の
形成

3 災害に強いしなや
かな国土の形成

4 美しい国土の管理
と継承

5 「新たな公」を基
軸とする地域づくり

これまでの国土計画
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新しい国土像実現のための戦略的目標

国土形成計画（全国計画）について
平成20年7月4日閣議決定

＜４つの戦略的目標を推進するための横断的視点＞

「新たな公」を基軸とする地域づくり

多様な主体の参画を、地域の課題の解決やきめ細かな
サービスの供給につなげる

多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとともに、
美しく、暮らしやすい国土の形成を図る

新しい国土像

東アジアとの円滑な交流・連携

持続可能な地域の形成

災害に強いしなやかな国土の形成

美しい国土の管理と継承

広域ブロックが東アジアの各地域と直接交流・連携し、アジアの
成長のダイナミズムを取り込んでいく

人口減少下においても、地域力（地域の総合力）の結集、地域
間の交流・連携により、魅力的で質の高い生活環境を維持して
いく

減災の観点も重視した災害対策や災害に強い国土構造への再
構築を進め、安全で安心した生活を保障していく

美しい国土を守り、次世代
へと継承するため、国土を
形づくる各種資源を適切
に管理、回復

多様な活動者の育成

地域全体で取り組む農地・農業用
水等の保全・管理（栃木県）

国土管理への参加手法の多様化

間伐材を活用したバッグ（高
知県）

国土の国民的経営

＜安全で美しい国土の再構築と継承＞＜グローバル化や人口減少に対応する国土の形成＞

従来の公の領域で
民間が主体的に担う活動

市民との協働による河川敷
の清掃活動（熊本県白川）

公と私の中間的な領域を
新たに担う活動

NPO等による過疎地有償
運送（長野県中川村）

空き店舗を託児所に活用した
中心市街地活性化（高知市）

従来の私の領域で
公共的価値を含む活動

その他

その他
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訪日外国人旅行者数日本の貿易動向
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国土形成計画（広域地方計画）について
平成21年8月4日国土交通大臣決定

国土形成計画の体系

広域地方計画のプロジェクトの例

計画の推進

○計画に位置づけられた各プロジェク
トについて、それぞれの主体が取組み
を実施

○毎年度、計画の推進状況を把握検証
し、更なる推進に向けた課題への対応
等について検討を行う｢モニタリング｣
を実施し、計画の実行性を担保

基本と
する

全 国 計 画

第1部 基本的考え方

第2部 分野別施策

第3部 広域地方計画の策定・
推進

独自性のある計画策定に向けて
検討すべき事項 等

広域地方計画

･国土の形成に関する
方針・目標

･広域の見地から必要
と認められる主要な
施策に関する事項
（プロジェクト）

ブロック毎の
独自性ある地域戦略

愛知県・豊橋市
外国企業誘致の先進地域。
独・米から輸送機器関連企業が進出

岐阜県・大垣市・各務原市
スウィートバレー構想

繊維産業 （尾州、岐阜）

元気なナゴヤ （商業開発
等）

三重県・津市・伊賀市
メディカルバレー構想

ＩＴ関連企業

インテリア・ファッション
関連企業

メディカル関連企業

新たに関心
をもった企業

自動車関連企業

出典：中部経済産業局ＨＰ

■海外企業との経済交流のイメージ《ものづくり産業の競争力強化/次世代産業のイノベーションプロジェクト（中部圏）》
［海外からの企業誘致・技術交流等］
○グレーター・ナゴヤ・イニシアティブ等による中部圏の産業集積のブランド化と価値発信
による海外企業の進出誘致

○アジアの国・地域との経済パートナーシップの構築
［研究開発中枢拠点の充実・高度人材の育成]
○シンクロトロン光研究やインキュベーション推進のための「知の拠点」(研究開発拠点)の整備
○県営名古屋空港周辺におけるＪＡＸＡの航空機研究開発拠点の整備

［産学官連携体制の強化・ネットワークの形成］
○高機能デバイス、光技術、健康・食品等に特化した産業クラスターや知的クラスターによる
イノベーションの誘発

［産業用地・交通網・物流拠点の形成］
○臨海部や中央自動車道沿線等における利便性が高い産業用地の整備・供給

【東海環状自動車道等】
○国際空港へのアクセスに優れた中部臨空都市等における物流拠点の整備

計画期間は、２１世紀前半期を
展望しつつ今後概ね１０年間
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＜役割＞
・検討会議の円滑な運営
・広域地方計画（素案）の検討、取りまとめ

＜役割＞
・広域地方計画（案）の検討

＜役割＞
・広域地方計画に関する意見
（全国、東北の学識経験者等）

意見聴取

東北圏広域地方計画推進室

（ 事 務 局 ）

＜役割＞
・検討会議、幹事会等に係る庶務
・その他、広域計画の策定、実施に必要な
事項に係る庶務

東 北 圏 広 域 地 方 計 画 検 討 会 議

＜役割＞
・広域地方計画（案）の協議

東 北 圏 広 域 地 方 計 画 協 議 会

東北圏広域地方計画策定の体制

注）計画策定後は、協議会の開催
は無し

東北圏広域地方計画
有識者懇談会

（国・県・経済界等の局長・知事・市長・代表等）

（国・県・経済界等の部長クラス）

幹 事 会
（国・地方自治体・経済界等の課長クラス）
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地方公共団体
経済界 国の地方行政機関

道 県 政令市 市町

北海道知事

青森県知事

岩手県知事

宮城県知事

秋田県知事

山形県知事

福島県知事

新潟県知事

富山県知事

仙台
市長

新潟
市長

青森市長

長岡市長

宮城県
丸森町長

新潟県
聖籠町長

（一社）東北経済
連合会 会長

東北六県商工会議
所連合会 会長

（一社）新潟県商
工会議所連合会 会

頭

東北管区警察局長
関東管区警察局長
東北総合通信局長
信越総合通信局長
東北財務局長
関東財務局長
東北厚生局長
関東信越厚生局長
東北農政局長
北陸農政局長
東北森林管理局長
関東森林管理局長

東北経済産業局長
関東経済産業局長
東北地方整備局長
関東地方整備局長
北陸地方整備局長
東北運輸局長
北陸信越運輸局長
第二管区海上保安本部長
第九管区海上保安本部長
東京航空局長
東北地方環境事務所長
関東地方環境事務所長
中部地方環境事務所長
岩手復興局長
宮城復興局長
福島復興局長

東北圏広域地方計画協議会の組織

Ｈ24年度
追加
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